
段
階

国（総務大臣）

（※）

地方公共団体
住民等

財政再生の手続き

階 （※）
住民等

長 議会

財政再生計画作成

財政再生基準以上

各省各庁の長に
財政再生団体の

計
画

財政再生計画作成

議会の議決

財政再生団体の
名称を通知

公表報告 財政再生計画策定

策
定 議会の議決

計画の同意に係る協議

実

毎年度、内容の
取りまとめ 公表

地財審意見聴取 同意 公表

計画の実施状況 報告報告実
施
状
況

実施状況の調査等

計画の実施状況 報告
公表

報告

毎年度、概要の
取りまとめ

公表

勧
告

必要な措置を講ずる
ことを勧告

実施状況 調査等

報告 監査委員・包括
外部監査人に

通知

勧告に基づき
講じた措置

報告

※ 市町村（指定都市を除く）・特別区の財政の再生の場合は、都道府県知事を経由。

公表報告の内容
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段 国（総務大臣） 地方公共団体

公営企業の経営健全化の手続き

段
階

国（総務大臣）

・都道府県（※）

地方公共団体
住民等

長 議会

経営健全化基準以上

計
画
策
定

議会の議決

経営健全化計画作成

定

毎年度、概要の
取りまとめ

経営健全化計画策定 公表

公表

報告

実
施
状

公表
報告 計画の実施状況

報告

毎年度 概要の況

監査委員・包括

公表

計画の実施状況を
報告勧告の内容

毎年度、概要の
取りまとめ

勧
告

監査委員 包括
外部監査人に

通知

踏まえた必要な勧告

公表

報告勧告の内容

※ 市町村（指定都市を除く）・特別区の経営健全化の場合は、都道府県知事が行う。
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財政の早期健全化・財政の再生・公営企業の経営健全化のイメージ

財
政政
悪
化早期健全化段階

①実質赤字比率

再生段階

早期健全化基準 財政再生基準

０％

（財政の早期健全化・再生）

20% (5%)11.25～15% (3.75%)

②連結実質赤字比率

③実質公債費比率

④将来負担比率

40% (25%)

35%  (35%)

16.25～20% (8.75%)

350% (400%)

25%  (25%)

※（ ）外は市町村 （ ）内は都道府県の基準である

①
財政健全化団体の計画目標

実質赤字比率
０％

財政健全化団体

※（ ）外は市町村、（ ）内は都道府県の基準である。

②～④・①は均衡する（０％）こと

・②～④は早期健全化基準
を下回ること

財政再生団体の計画目標

①

財政健全化団体

（参考）現行の再建制度

財政再生団体の計画目標
・①は均衡する（０％）こと

・②～④は早期健全化基準
を下回ること

②～④ 財政再生団体

準用再建団体
※現行の再建制度においては、再建団体は、実質収支が均衡することが求められる

（参考）現行の再建制度

経営健全化基準

準用再建団体

（公営企業の経営健全化）

公営企業
会計

⑤資金不足比率

経営健全化団体
⑤計画目標

・⑤は経営健全化基準を下回ること

20%
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